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実績評価書

平成１９年８月

評価の対象となる施策目標 母子保健衛生対策の充実を図ること

１．政策体系上の位置付け等

基本目標 Ⅵ 男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることな
どを可能にする社会づくりを推進すること

施策目標 ４ 母子保健衛生対策の充実を図ること

４－１ 母子保健衛生対策の充実を図ること施策目標

個別目標１ 児童の治療に係る対策を充実すること

（主な事務事業）
・結核児童療育費負担金
・未熟児養育費負担金
・小児慢性特定疾患治療研究

個別目標２ 女性及び児童への医療・健康に係る対策を充実すること

（主な事務事業）
・周産期医療対策
・生涯を通じた女性の健康支援
・特定不妊治療費助成事業

施策の概要（目的・根拠法令等）
１目的等
（１）結核児童の療育、未熟児の養育医療に要する費用及び小児慢性特定疾患に掛かる

医療費について必要な補助を行うなど児童に係る施策の推進、
（２）救急医療を必要とする未熟児や周産期にある妊婦のうち特に危険度の高い者など

に対する高度な医療を提供するための周産期医療体制の充実を図る。また、不妊治
療の経済的負担の軽減を図るため、配偶者間の不妊治療に要する費用の一部の助成
や不妊専門相談センター事業に要する費用の一部補助などの施策の推進

などの母子保健衛生対策の充実のための施策を推進する。

２根拠法令等
○児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）
○母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）

主管部局・課室 雇用均等・児童家庭局母子保健課
関係部局・課室 －

２．現状分析
我が国における急速な少子化、核家族化、女性の社会進出の進行等母と子の健康を取

り巻く環境の変化により、個々の実情や地域の特性などに応じたきめ細やかな母子保健
衛生対策の充実が急務となっている。

３．施策目標に関する評価
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 周産期医療ネットワークを整備し 20 24 30 38 39

ている都道府県数
（単位：自治体数）
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（全都道府県に整備／平成１９年
度）

２ 不妊治療専門相談センターを設置 28 36 51 54 56
している都道府県・市数
（単位：自治体数）
（９５都道府県市（全都道府県、
指定都市、中核市）で設置／平成
２１年度）

３ 特定不妊治療費助成事業を実施し － － 87 98 99
ている都道府県・市数
（単位：自治体数）
（９５都道府県市（全都道府県、
指定都市、中核市）で設置／平成
２１年度）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１～３は、雇用均等・児童家庭局母子保健課の調べによる。
・指標３の特定不妊治療費助成事業は平成１６年度より実施されたため、平成１４年度

及び平成１５年度の数値は未記入。
施策目標の評価
周産期医療ネットワークを整備している都道府県、不妊治療専門相談センターを設置

している都道府県等、特定不妊治療費助成事業を実施している都道府県等が共に増加し
ており、着実に母子保健衛生対策の充実が進められていると評価できる。
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４．個別目標に関する評価
個別目標１ 児童の治療に係る対策を充実すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期） Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 結核児童療育給付実人員 34 54 27 25 集計中

（単位：人 （－））
２ 未熟児養育医療給付実人員 25,237 27,024 28,760 28,194 集計中

（単位：人 （－））
３ 小児慢性特定疾患治療研究事業の 104,620 103,619 107,706 123,804 集計中

給付対象人員（単位：人 （－））
（調査名・資料出所、備考）
・指標１及び２は、大臣官房統計情報部の「社会福祉行政業務報告」による。
・指標３は、雇用均等・児童家庭局母子保健課の調べによる。
・指標１～３の平成１８年の数値は、現在集計中である。
個別目標１に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）

結核児童療育給付実人員、未熟児養育医療給付実人員及び小児慢性特定疾患治療研究
事業の給付対象人員はいずれもそのアウトプット指標の多寡によって、その事業の実施
が図られるものではないが、いずれの指標についても大きな変動が見られずその事業が
適切に実施されていると評価できる。
施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要

結核児童療育費事務事業名
平成18年度 13百万円（補助割合：[国1／2][都道府県・指定都市・中核市1／2]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（指定都市・中核市）

概要：
特に長期の療養を必要とする結核児童を病院に入院させ、適切な医療を行うととも

に、併せて学校教育を受けさせ、これに必要な学習用品を支給し、かつ児童の療養生活
の指導を行い、必要に応じて日用品を支給するものである。

未熟児養育医療費事務事業名
平成18年度 2,862百万円（補助割合：[国1／2][都道府県・政令市・特別区1／2]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（都道府県・政令市・特別区）

概要：
身体の発育が未熟のまま生まれた未熟児に対する医療の給付を行うものである。
対象児童は次のとおりで、医師が入院養育を必要と認めたもの。

（１）出生時体重が2000ｇ以下。
（２）その他生活力が特に薄弱であって、正常児が出生時に有する諸機能を得るに至

っていないもの。
小児慢性特定疾患治療研究事務事業名

（ ）平成18年度 11,506百万円 補助割合：[国1／2][都道府県・指定都市・中核市1／2]
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（指定都市・中核市）

概要：
小児慢性疾患のうち、小児がんなど特定の疾患については、その治療が長期間にわた

り、医療費の負担も高額となることから、その治療の確立と普及を図り、併せて患者家
庭の医療費の負担軽減にも資するため、医療費の自己負担分の一部を補助するものであ
る。
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個別目標２ 女性及び児童への医療・健康に係る対策を充実すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期） Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 周産期医療ネットワークを整備し 20 24 30 38 39

ている都道府県数
（単位：自治体数）
（全都道府県に整備／平成１９年
度）
※施策目標に係る指標１と同じ。

２ 不妊治療専門相談センターを設置 28 36 51 54 56
している都道府県・市数
（単位：自治体数）
（９５都道府県市（全都道府県、
指定都市、中核市）で設置／平成
２１年度）
※施策目標に係る指標２と同じ。

３ 特定不妊治療費助成事業を実施し － － 87 98 98
ている都道府県・市数
（単位：自治体数）
（９５都道府県市（全都道府県、
指定都市、中核市）で設置／平成
２１年度まで）
※施策目標に係る指標３と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・指標１～３は、雇用均等・児童家庭局母子保健課の調べによる。
・指標３の特定不妊治療費助成事業は平成１６年度より実施されたため、平成１４年度

及び平成１５年度の数値は未記入。
個別目標２に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
１ 周産期ネットワークの構築及び不妊専門相談センターの設置については、年々着実

に整備がすすめられており、着実に事業が実施され各都道府県に定着していると評価
できる。

２ 不妊への支援を図るための手段として、
（１）不妊専門相談センターの設置は年々着実に整備されており、
（２）不妊治療費の一部助成は、指標で定めた数値を達成し、体外受精及び顕微授精を

受けている者の経済的負担の軽減が図られており、有効であると評価できる。
施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要

周産期医療ネットワーク整備事業（母子保健医療対策等総合支援事業）事務事業名
平成18年度 3,628百万円の内数（補助割合：[国1／3][都道府県2／3]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：
近年の少子少産化傾向において、救急医療を必要とする未熟児等に対応するため、都

道府県において妊婦及び新生児に対する周産期医療についての体制の整備に必要な経費
の補助を行う。

総合周産期母子医療センター運営事業（母子保健医療対策等総合支援事事務事業名
業）

平成18年度 3,628百万円の内数（補助割合：[国1／3][都道府県2／3]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：
周産期にある妊婦のうち、特に危険度の高い者を対象として、出産前後の母体及び胎

児、新生児の一貫した管理を行うため、総合周産期母子医療センターに対し、運営費を
補助することにより、センターの運営の安定化を図り、時代の技術水準に応じた医療を
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提供する。
生涯を通じた女性の健康支援事業（母子保健医療対策等総合支援事業）事務事業名

平成18年度 3,628百万円の内数（補助割合：[国1／2][都道府県・指定都市・中核市
予 算 額 1／2]）

一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（指定都市、中核市）

概要：
リプロダクティブヘルス（性と生殖に関する健康）等を重視しつつ、女性がその健康

状態に応じて的確に自己管理を行うことができるようにするための健康教育、相談体制
を確立するとともに、思春期、妊娠・出産、更年期、高齢期等各ライフステージに応じ
た課題に対応するための適切な体制を構築することにより、生涯を通じた女性の健康の
保持増進を図る。

①健康教育事業
②女性健康支援センター事業
③不妊専門相談センター事業

特定不妊治療費助成事業（母子保健医療対策等総合支援事業）事務事業名
平成18年度 3,628百万円の内数（補助割合：[国1／2][都道府県・指定都市・中核市
予 算 額 1／2]）

一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（指定都市、中核市）

概要：
不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず、高額の医療費がか

かる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成する。
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５．評価結果の分類
評価結果は、施策目標の達成状況を原則として、個別目標の達成状況を踏まえつつ、

総合的に判断して分類

１ 施策目標を達成した

２ 施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける

３ 施策目標の達成に向けた見直しを検討する
ⅰ 組織体制の見直しの検討
ⅱ 予算の見直しの検討
ⅲ 事務事業の新設の検討
ⅳ その他（ ）

４ 施策目標・個別目標の達成水準の見直しを検討する

６．特記事項
①国会による決議等の状況（警告決議、附帯決議等）

「健康保険法等の一部を改正する法律案及び良質な医療を提供する体制の確立を図る
ための医療法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議」において「小児医療・産科
医療両者の連携・協力の下に、地域における周産期医療体制の整備を図るとともに、

（新生児集中治療室）の確保と、その長期入院患者の後方支援施設も含めた支援NICU
体制の構築に努めること」とされている。
②各種政府決定との関係及び遵守状況

なし。
③総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の状況

なし。
④会計検査院による指摘

なし。
⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

なし。

７．本評価書に関連する他の実績評価書
該当なし。


